
備考（補足情報がある場合は記入してください。）

● 本照会は、統計法第27条に基づき、各種統計調査を正確かつ円滑に実施するための名簿を整備することを目的として、複数の事業所を持つ企業・団体を対象に御回答をお願いするものです。　● 照会票に記入していただいた内容は、統計法に定められている利用目的以外には使用することはありません。　● 『照会票の記入のしかた』を参照して記入してください。

事業所の情報について確認・記入してください。●あらかじめ印字されている内容に変更がある場合は、二重線で消して修正してください｡　●印字されている事業所以外に傘下事業所がある場合は、空白行に上詰めで新たに追加し、記入してください。

連番

■2 事業所の名称及び電話番号
●「正式名称」欄には、法人名と事業所名（店舗名等）を記入し
てください。
●屋号など通称名がある場合は、「通称名」欄に記入してください。
●「電話番号（代表）」欄は、市外局番、市内局番及び加入者番号
をそれぞれ記入してください。

■3 事業所の所在地
●登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている所
在地を記入してください。

●郵便番号から町丁・字・番地・号まで全て記入し、「ビル・
マンション名等」欄は、階、号室まで記入してください。
●他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名称を
「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

■1 事業所の
活動状態

●該当する番号を
○で囲んでくだ
さい。

■5 事業所の従業者数
●従業者総数には、他の会社など別経営の事業所へ出
向又は派遣している人も含みます。

●常用雇用者とは、期間を定めずに雇用している人、又
は１か月以上の期間を定めて雇用している人をいい
ます。なお、常用雇用者には有給役員は含めません。

■4 事業所の主な事業の内容
●『照会票の記入のしかた』を参照して、できるだけ詳しく記入してください。

(1)主な事業の内容
過去１年間の収入額又は販売額の最も多い事業について、その事業の内容を
具体的に記入してください。

(2)生産品、取扱商品又は営業種目
(1)で記入した内容について、生産品、取扱商品又は営業種目を収入額又は販
売額の多い順に記入してください。

■6 事業所の年間総売上（収入）金額
●2024年１月から12月までの１年間（この期間で記
入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期
間）の決算について、記入してください。（万円未満四
捨五入）

■7 事業所の開設時期

新たに追加した事業所
のみ記入してください。

●現在の場所で事業を始め
た時期の番号を○で囲ん
でください。

フリガナ

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

従業者総数

うち常用雇用者数

正式名称

通称名

電話番号
(代表) （ ） －

フリガナ

正式名称

通称名

電話番号
(代表) （ ） －

フリガナ

正式名称

通称名

電話番号
(代表) （ ） －

フリガナ

正式名称

通称名

電話番号
(代表) （ ） －

フリガナ

正式名称

通称名

電話番号
(代表) （ ） －

〒 -

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

〒 -

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

〒 -

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

〒 -

ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

〒 -

1 活動中
（開設準備などを
含む）

2 休業中

3 廃業

記
入
お
わ
り
で
す

1 活動中
（開設準備などを
含む）

2 休業中

3 廃業

記
入
お
わ
り
で
す

1 活動中
（開設準備などを
含む）

2 休業中

3 廃業

記
入
お
わ
り
で
す

1 活動中
（開設準備などを
含む）

2 休業中

3 廃業

記
入
お
わ
り
で
す

1 活動中
（開設準備などを
含む）

2 休業中

3 廃業

記
入
お
わ
り
で
す

人 人

(1)主な事業の内容

(2)生産品、取扱商品又は営業種目

①

②

③

(1)主な事業の内容

(2)生産品、取扱商品又は営業種目

①

②

③

(1)主な事業の内容

(2)生産品、取扱商品又は営業種目

①

②

③

(1)主な事業の内容

(2)生産品、取扱商品又は営業種目

①

②

③

(1)主な事業の内容

(2)生産品、取扱商品又は営業種目

①

②

③

0,000

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

従業者総数

うち常用雇用者数

人 人

0,000

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

従業者総数

うち常用雇用者数

人 人

0,000

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

従業者総数

うち常用雇用者数

人 人

0,000

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

従業者総数

うち常用雇用者数

人 人

0,000

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

1 2024年以前

2 2025年

1 2024年以前

2 2025年

1 2024年以前

2 2025年

1 2024年以前

2 2025年

1 2024年以前

2 2025年

※万円単位

事業所・企業照会票【事業所照会票】
2025年6月1日

T000000-0　フォームNo.00-000-000 1A　　得意先名： 株式会社日経リサーチ様　　品名： 総務省・経産省 経済構造実態調査 事業所・企業照会票　2025.02.04　Design: Nakayama　イラレCS6 / Nagano

Y
NXTG

B
NXTG

C
NXTG

M
NXTG

東京都新宿区若松町
３丁目２ － １

 1 6 2    8 6 6 8

トウケイビル　１階

酒類、飲食料品の卸売

酒類

飲料品

食料品 0 3　  1 2 3 4     X X X X

＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

チェーンマート　池袋店

株式会社 SHOP統計 池袋店

ショップトウケイイケブクロテン

0 3　　9 8 7 6　　X X X X

X X X　  X X X X

東京都豊島区統計町
２丁目５ー６

６ ４

酒類、飲食料品の卸売

酒類

食料品

飲料品
０５ ０ ０

１２ ８

００1 ０ ０

1

株式会社　統計商店

トウケイショウテン
ショップトウケイシンジュクテン

株式会社 SHOP統計 新宿店

チェーンマート　新宿店

1 ２ ３ ４ 5 6 7
●名称は、略称ではなく正式名称（法人の名称に続けて本所・本社・
本店、支所・支社・支店等の名称）を記入してください。
●法人の名称には、法人の種類も記入しますが、（株）のように省略し
ても差し支えありません。
●英数字、ひらがな、カタカナなどの漢字以外の部分についてもフリ
ガナを記入してください。ただし、"株式会社" などの法人の種類を
示す部分のフリガナは記入不要です。
●｢通称名」欄には、屋号などを記入してください。フランチャイズ・
チェーン店の場合には、チェーン店の名称・店舗名を記入してくだ
さい。

●登記上の所在地ではなく、2025年６月１日現在で、実際に
事業を行っている所在地を記入してください。
●事業所固有の郵便番号を持っている場合は、その郵便番号
を記入してください。
●ビルなどの中にある事業所の場合は、「ビル・マンション名等」
欄にそのビルの名称と入居している階（マンションの場合は、
号室まで）を記入してください。
●他の事業所の構内にある場合は、「ビル・マンション名等」欄
に「○○構内」（○○は入居先の法人名と事業所名）と記入し
てください。

●「活動中（開設準備などを含む）」
とは、従業者と設備を有して継続
的に経済活動が行われている状
態をいいます。
また、一時的に休業（再開の予定
がある）又は季節営業している
が、事業所の設備の維持・管理の
ための従業者がいる場合も、この
区分に含めます。

【従業者総数】
●2025年６月１日現在の、各事業所に所属して働いている全ての人数を記入してください。
※別経営の事業所へ出向又は派遣している人は含めますが、別経営の事業所から出向又は派遣されている
人は含めません。
※他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してください。
※役員のうち、有給役員は含めますが、無給役員は含めません。

【うち常用雇用者数】
●従業者のうち、いずれかに該当する人の数を記入してください。
・雇用契約期間を定めずに雇用している人(定年まで雇用される場合を含む。）
・１か月以上の期間を定めて雇用している人
※正社員、正職員、パート、アルバイト、嘱託、契約社員等の呼称にかかわりません。
※役員は「常用雇用者」には含めません。

●企業・団体全体の事業活動ではなく、各事業所における「主な事業の内容」及び「生産
品、取扱商品又は営業種目」について、できるだけ詳しく記入してください。
●商品の販売、賃貸等を行っている場合は、主に何を販売しているか、または何を賃貸し
ているかが分かるように(１)及び(２)に具体的に記入してください。
⑴主な事業の内容
●複数の事業を行っている場合は、過去１年間の売上（収入）金額が最も多い事業
内容について記入してください。
⑵生産品、取扱商品又は営業種目
●｢主な事業の内容」について、具体的な生産品、取扱商品、サービスの営業内容な
どを収入額又は販売額の多い順に記入してください。

●各事業所の2024年１月から12月までの１年間について記入してください。
　※この期間で記入できない場合は、2024年を最も多く含む決算期間について記入してください。
●消費税の計上の有無については、企業・団体照会票または経済構造実態調査 産業横断調査票の「消費税の税込み記入・税
抜き記入の別」で選択した方法に準じてください。
●他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してください。
●営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。
●ショールームや連絡事務所などで、売上が発生しない場合は「０」を記入してください。
●｢会社以外の法人」の場合は、経常収益（事業収益）を記入してください。
●企業内取引についても売上（収入）金額に含めてください。
●万円単位で記入してください。５千円以上１万円未満の場合は｢１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください｡
●｢￥」記号は記入しないでください。

●新たに追加した事業所のみ（表示されていない
事業所を追記した場合のみ）記入してください。
●会社や企業の創業時期ではなく、各事業所が
現在の場所で事業を始めた時期について、該
当する番号を○で囲んでください。
●以下の場合は、その時期を事業所の開設時期
とします。
・法人が新設（対等）合併や分割により設立さ
れた場合
・この事業所が事業譲渡や吸収合併により別
法人の所有となった場合

・ 回答上の注意
・照会票にあらかじめ表示されていない事業所は、必ず追加してください。
・事業所の所在地や従業者数など、傘下事業所に係る内容を回答いただきます。
・日本国内の本社事業所を含む全ての傘下事業所について回答してください。
ただし、「経済構造実態調査　製造業事業所調査」の対象となる事業所は、照会票
上、灰色の網掛けをしておりますので、照会票への回答は不要になります。

より詳しい説明については『照会票の記入のし
かた』を御覧ください。
『照会票の記入のしかた』は下記URLにて閲覧、
ダウンロードできます。
https://www.kkj-st.go.jp/download/
スマートフォン、タブレット端末等で右記２次元
コードからも御確認いただけます。

■本資料は、紙の照会票の様式と主な照会事項についての回答のしかた
です。
※インターネット回答時に使用する電子調査票のイメージと異なりますが、回
答いただく照会事項は同じです。

■インターネットで回答いただくに当たっての参考資料として御活用ください。
※２次元コードから、より詳細な内容や記入例等を御確認いただけます。
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事業所・企業照会「事業所照会票」の照会事項について照会内容の説明
事業所照会　簡易版記入のしかた



・ビルやダムなどの建設現場にある詰所等は、事業所と
はしません（管理している建設会社の事業所に含めま
す）。
・マンションの管理人室や、テナントなどが入居するビ
ルの管理人室は、場所が離れていても、原則として別
の事業所とはしません（それらを管理している管理会
社などの事業所に含めます）。
・国及び地方公共団体などの行政機関に在駐している
記者クラブは単一の事業所とはしません（管理してい
る報道機関などの事業所に含めます）。また、空港など
行政機関以外に在駐している場合も、特段の報道機材
を持ち込んでいなければ事業所とはしません。

× 事業所としない例

・他の会社など別経営の事務所から派遣されている
人のみで貴法人の事業活動が行われている場合も、
貴法人の事業所とします。
・貴法人が他社から業務を請負って、他社の工場など
の中に、一定の場所を占めて業務を行っている場
合、その部分は貴法人の事業所とします（指定管理者
制度により施設管理を受託しているような場合も同
様です）。

○ 事業所とする例

・フランチャイズ・チェーン事業の本部と加盟店（別経営）
・親会社と子会社・関連会社などのグループ企業の
事業所
・百貨店やスーパーなどと消化仕入（売上仕入）契約を
結んで、出店している売場

× 同一経営主体とならない例

・フランチャイズ・チェーン事業の本部と直営店
・フランチャイズ・チェーンの加盟店を経営する事業
主（企業）が経営する全ての店舗など

○ 同一経営主体となる例

など

保養所管理人のいる寮資料館お客様センターショールーム社員研修
センター

研究・開発
センター

車両整備所配送センター従業員のいる
倉庫工場営業所支所・支社・

支店
本所・本社・
本店

○
○
中
学
校

○
○
高
等
学
校

学校ごとに
別の事業所

保線区

乗務員詰所

車掌区

駅
事業所は３つ

若松ベーカリー
喫茶

「ワカマツ」

別棟

本棟

❸近接していて、経営諸帳簿が一緒で
　分けることができないので1つの事業所

肉の牛沢

ｽﾃｰｷﾊｳｽ

ちゃんTANA

❷入口が異なっているので
それぞれ別の事業所

別棟

本棟

❶本棟と別棟は、それぞれ
別の事業所

【事業所とする例、事業所としない例】

●支所・支社・支店（支社等）とは
本社等の統括を受けている事業所のうち、従業者を有し、事業・活動が行われている場所をいい、「支所・支社・支
店」のほか、営業所、出張所、工場、配送センターなどもいいます。

●本所・本社・本店（本社等）とは
他の場所に同一経営の支社等があって、経営全体を統括している事業所をいいます。

【事業所の例】

ここでいう事業所とは、物の生産や、販売、サービスの提供などの経済活動が

　❶単一経営主体のもと（グループ企業は含めません）で / ❷一定の場所を占めて
　❸従業者と設備を有し / ❹継続的に行われているもの

をいいます。
同じ組織であっても、場所が異なる場合は、「場所ごと」にそれぞれ別の事業所とします。
管理事務や補助的な経済活動を行っている場合も、事業所に含めます。

事業所とは

●テナントとして出店している場合は、出店元の企業の事業所とします。
ただし、百貨店などと消化仕入（売上仕入）の契約を結んで、出店している売場については、出店先の百貨店に含
まれるため、出店元の企業の事業所とはしません。

●同一区画に高校と中学校など２つ以上の学校
がある場合は、学校の種類ごとに別々の事業所
とします。
また、大学に併設されている附属病院や研究所
も、それぞれ別の事業所とします。ただし、大学
の複数の学部学科が同一のキャンパス内にあ
る場合については、１つの事業所とします。

●鉄道などによる運輸業は、管理責任者のいる場
所ごとに別々の事業所とします。
鉄道業で、同一構内に、駅、車掌区、保線区、電力
区などがある場合は、それぞれ別の事業所とし
ます。
ただし、駅長、区長など管理責任者の置かれて
いない機関は、そこを管理する責任者などのい
る事業所に含めて1つの事業所とします。

【区切り方の特殊な例】

❶事業所は、原則として、場所（同一区画）ごとに、それぞれ別の事業所としますので、道路を隔てた別棟において事業を
行っている場合は、それぞれ別の事業所とします。
❷同じ建物でも入口が完全に異なっている場合は、別の場所にあるものとみなして、それぞれ別の事業所とします。
❸ただし、近接していて、経営諸帳簿が一緒で分けることができない場合は、1つの事業所とします。
　※ 経営諸帳簿とは、賃金支払台帳、売上台帳、現金出納帳、出勤管理簿などをいいます。

事業所の区切り方について

※ 事業所の区切り方について、ご不明な点がございましたら、実施事務局までご相談ください。

事業所の定義参考


